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本学は8月2日、日比谷の日本プレスセンターにお

いて、時代の変化に対応すべく2025年度に全学改組

を行うことを記者発表した。このことは各種メディ

アで報道されたので、ご存知の方もおられるかもし

れない。持続可能な社会づくりをめざし、「100年い

きる良識を」の標語のもと、高い倫理観を備えたリー�

ダーである「治道家」の育成にさらに力を入れる。治

道家とは、大局的な見地に立ち、時代の変化を捉え、

社会の諸課題を解決する、高い倫理観を備えた指導者

である。

治道家としての基礎づくりのため、初年次の学生を

対象に全学横断的な基盤教育を行っているが、2025

年の改組では各学部の学生が入り交じる少人数クラス

での教育も行い、幅広い視野が持てるようにする。学

部での専門教育は2年次以降を中心に行い、教育と研

究、社会での学びを深める。大学は既存の知識を教え

るだけでなく、教師と学生が対話をしつつ新たな学知

を生み出してゆくものであり、研究の側面が重要であ

る。改組後は、商経学部、総合政策学部、サービス創

造学部、人間社会学部の4学部となる。

この2025年からの教学改革においては、研究力の

強化も重視した。一つは、類似分野の専門教員は新４
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学部のいずれかに集中させることで、その分野の研究

力が高まるようにした。だが、教育の側から考えると

学部ごとに専門分野が偏るのはカリキュラム編成に困

ることもある。そこで、各学部や基盤教育機構のカリ

キュラムでは、他学部や基盤教育機構の科目履修も行

う。当然、それを可能とするよう制度変更を行うこと

とした。これは、従来の概念を打ち破る画期的な試み

であり、学生の自主的な学びを広げる。

そして、2025年度からの教学改革に先んじて、大

学全体の研究力を増強するため、複数の研究所を束ね

る総合研究センターを本年3月1日に設置した。これ

によって、本学の学術研究の水準を高め、千葉商科大

学ならではの研究を推進し、地域社会および国際社会

における社会、経済および文化の持続的な発展に寄与

する。研究力を高めることは教育とともに、社会貢献

の推進にもつながる。

研究は同じ分野の教員が集まることで進展するが、

それだけで革新的な研究が生まれるわけではない。学

部を超えた交流と協力が必要となり、テーマによって

は学外の専門家の参加も求められる。そこで、通常、

大学には学部等の教育組織とは別に研究所が設置され

ている。本学もこれまで、経済研究所や会計教育研究

所で研究活動を行ってきた。さらに、数年前からは全

学横断の学長プロジェクトを複数行い、新たな領域の

開拓も行っている。研究活動は時代の変化と共に新た

な領域が生まれ、それに応じて研究所も新たに創られ

るものである。本学は今回、このダイナミクスに応え

る組織改革も行った。それが、この総合研究センター

である。

研究は縦割り型になりがちだが、時代の変化に対応

するためには分野横断的なアプローチが必要である。

縦方向に深く掘り下げるとともに、横方向の他分野に

も目を向け、新しいアイデアやヒントを得る。総合研

究センターは、そのための相互交流の場を提供する。

研究所間の交流の推進とともに、新たな領域の研究所

を創りやすくするため、これらの研究所を総合研究セ

ンターという傘のもとに集約する組織体制とした。こ

れにより、研究活動上の事務処理や資金運用など、資

源の有効利用も可能となる。

このセンターの開設にあたり、千葉商科大学らしい

研究所をさらに2つ加えた。本学の「治道家」の育成

という特質にかかわる分野である。一つは、本学の創

設者で昭和の教育者と言われた遠藤隆吉博士の教育理

念を研究し普及啓発もはかるとともに、後継の学園関

係者の教育理念についても研究する遠藤隆吉研究所

を設置した。もう一つは、SDGs を推進している大学

として、持続可能性について研究するサステナビリ

ティ研究所を設置した。2019年に自然エネエルギー

100％大学（電気）を日本で初めて達成したのも、本

学は SDGs を具体の形で実現することを重視している

からである。

以上のように総合研究センターのもと、本学にふさ

わしい領域として、経済研究所、会計教育研究所、遠

藤隆吉研究所、サステナビリティ研究所の４研究所

が研究活動を進めている。その成果は本誌VIEW�&�

VISIONでも報告してゆくが、今後の成果にご期待頂

きたい。


